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要　約

セネガル国政府は独立以来初等教育を重点項目に位置づけその普及に努力しており、独立時にはわずか

12％に過ぎなかった初等教育の総就学率（以後、特記なき限り「就学率」は「総就学率」のことを指す）は

1999／2000 年度で 68.3％に達した。しかし、1990 年代は政府の努力にもかかわらず就学率の伸びは鈍化し、

1991／92 年度の 55.8％から約 13％の向上を見たにとどまった。そのため、セネガル政府はさらなる就学率

の向上を目指して「教育・訓練 10 ヶ年プログラム(2000～2010 年)」を作成し、計画の終了年の 2010 年には

就学率を 100％とする目標を掲げ、日本、世銀、BAD 等の各援助機関の協力を得てその実現に努力している。

しかし、都市部では就学年齢人口の増加による教室の不足から、教室の定員を超えて可能な限り生徒を受け

入れ、また、同一学年を午前と午後のクラスに分ける 2 部授業制で対応している。一方、農村部では逆に学

校数が少ないため学校間の距離が遠く、生徒は遠距離通学を強いられている。加えて、教室の数の少ない学

校も多く 1 教室しかない学校もめずらしくない。このような場合、数年置きに生徒を受け入れる方法が一般

的に採用されている。そのため、6 学年が揃っていない学校が非常に多く、児童の就学年齢に応じた教育の

機会を逸することも多い。

このような状況下で、セネガル国政府は 10 ヶ年プログラムの行動計画として、年間 2000 教室の建設を計

画し実施している。その一環として、ダカール州、ティエス州、ルーガ州、カオラック州、ファティク州の

5 州の 144 の小学校に 500 教室を建設する計画を立案し、我が国に対してその実現のため無償資金協力を要

請してきた。なお、要請の概要は下記の通りである。

要請の学校数と教室数

教室数
州　名 学校数

新設 増設 建替え 合計

ダカール 16 69 22 3 94

ティエス 26 21 29 27 77

ルーガ 22 15 53 19 87

カオラック 30 21 76 5 102

ファティク 50 3 97 40 140

合　計 144 129 277 94 500

ただし表中の新設、増設、建替えとは、それぞれ、“小学校を新設する”、“既存の小学校に教室を増設

する”、“仮設教室や使用に耐えないほど傷んだ教室を建替える”ことである。また、教室に加えて校長室

とそれに付属する倉庫の建設も含まれている。

日本国政府はこの要請の内容検討した結果、計画の必要性と妥当性を調査し基本設計を行うため基本設計

調査団の派遣を決定した。これを受けて国際協力事業団は基本設計調査団を平成 13 年 3 月 11 日から 4 月 25

日まで現地へ派遣した。調査団は先方プロジェクト実施機関であるセネガル国教育省に対し要請内容を確認

し協議を行った。加えて、要請校のサイト状況調査行い、同時に、要請小学校において住民集会を開催し、
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教員、父兄、住民の小学校に対する要望を聞き取り調査した。帰国後、調査団は調査結果を検討・解析し、

本プロジェクトの必要性と妥当性の評価および施設規模とその内容につき検討し基本設計案を作成した。こ

の結果を基本設計概要書に取りまとめ、平成 13 年 8 月 22 日から 8 月 30 日まで現地において先方プロジェ

クト関係者に説明し協議を行った。本基本設計調査報告書は、この協議の結果、必要な修正を加え作成した

ものである。

要請の内容を現地調査の結果に基づいて、敷地の適正および教室建設の緊急性の 2 点に着目して分析・検

討した結果、要請の 144 の小学校のうち 104 の小学校を計画対象校とした。また、各対象校における新設と

増設教室数は、本プロジェクト終了年の 2005 年の就学生徒数を就学率 85％として推計し、1 クラスの定員

60 人で除して必要教室数を算定した。その際、老朽化が甚だしく、適正な教室運営が困難であると判断さ

れた教室は建替えることとし、また、新設・増設の場合の教室数については、2 学年毎の複式学級制の採用

で 1 年～6 年までの各学年全てが揃ったクラス編成が可能になるように既存教室を含めた合計教室数が各学

校で少なくとも 3 教室となるように計画した。教室は基本的に平屋建てで計画するが、一部、都市部の大規

模でかつ比較的敷地の狭い学校では運動場のスペース等を確保するため 2 階建てで計画した。

本プロジェクト対象校のすべてにおいて、教室の他に適正な学校運営にとって必要な校長室＋倉庫、また、

衛生的な学習環境に必要不可欠な便所が整備されるよう計画した。即ち、各学校には必ず校長室が 1 室存在

し、便所は各学校に既設教室も含んだ 2 教室あたり男女各 1 ブースが存在するように計画した。加えて、教

育の質の充実という観点から図書室、保健室、会議室の機能を備えた多目的室と運動施設としてタイヤ跳び

を、ダカール市とティエス州の市街地に立地する 3 つの小学校に設置する。なお、本プロジェクトの施設の

規模と内容は下表の通りである。

施設一覧表

教室数
州　名 学校数

新　設 増　設 建替え 合　計

校長室

倉　庫
便所棟

多目的室

運動施設

ﾀﾞｶｰﾙ州 7 39 6 3 48 6 9 2

ﾃｨｴｽ州 21 6 19 30 55 19 23 1

ﾙｰｶﾞ州 18 15 21 22 58 15 16 �

ｶｵﾗｯｸ州 17 9 21 25 55 12 21 �

ﾌｧﾃｨｸ州 41 18 46 43 107 23 46 �

合　計 104 87 113 123 323 75 115 3

機材（備品）一覧表（1 室当り）

教　　室 2 人掛生徒用机・椅子 30 セット、教員用机・椅子 1 セット、作り付け黒板 1 箇、作り付け戸棚 1 箇

校 長 室    校長用机・椅子 1 セット、収納棚 1 箇、来客用椅子 4 箇

倉　　庫 収納棚 4 箇

多目的室 木製テーブル 6 箇、椅子 18 脚、本棚 10 箇

保健担当者用机・椅子 1 セット、木製ベンチ 2 箇、キャビネット 2 箇

セネガルの小学校においては、ほとんどの学校に父兄会組織が存在し、教員、生徒、父兄会を中心に毎日
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の清掃から校舎の小規模補修、机・椅子修理など施設の維持管理が行われているが、組織が脆弱である上、

資金が不足がちで十分な維持管理が行われているとは云い難い。加えて本来学校施設の維持管理に責任を持

つべき地方自治体の活動も甚だ不十分である。従って、本プロジェクトにより施設が建設されるだけでは、

必ずしも適正な維持管理が行われ、施設が継続使用されるわけではないと判断される。そのため、施設の維

持管理、特に便所の使用・維持管理を中心に「マネージメント支援型」ソフトコンポーネントを実施する。

その概略の内容は以下の通りである。

① 問題点および解決の方策

教室等施設全般

問題 解決の方策

施設の維持管理の重要性に対する認識が薄い 教員・父兄・生徒・村落共同体リーダー等の施設

の維持管理に対する意識の向上

維持管理方法が理解されていない 施設の維持管理手法・体制の強化

便所

問題 解決の方策

保健衛生の知識が乏しい 生徒・教員・父兄等の保健衛生に関する意識の改

善

適切な維持管理方法が理解されていない 便所の維持管理手法・体制の強化

② 目標

・対象校における学校施設（便所を含む）の維持管理体制が確立されること

・対象校における学校施設（便所を含む）が有効かつ継続的に活用されること

③ 活動内容

・学校施設（便所を含む）の使用維持管理に関するガイドラインおよび教材の作成

・教員に対する学校施設（便所を含む）の使用維持管理に関する訓練

・教員による生徒に対する学校施設（便所を含む）の使用維持管理に関する訓練

本プロジェクトに必要な事業費は 25.70 億円（日本側負担分 25.65 億円、セネガル側負担分は 4.89 百万円）

と見込まれる。また、必要な工期は実施設計に 13 ヶ月、施工・調達に 32.5 ヶ月が予定される。

本プロジェクトにより教室が新設され、あるいは増設されることにより、計画対象校でプロジェクト終了

年の 2005 年において収容可能な生徒数について以下の改善が期待できる。

州　名 学校数 現状（2001）
生徒数

2005 年の推計

生徒数

生徒の増加数 増加率

ダカール州 7 217 4,672 4,455 21.5 倍

ティエス州 21 3,851 5,255 1,404 1.36 倍

ルーガ州 18 3,011 4,951 1,940 1.64 倍

カオラック州 17 2,582 5,465 2,883 2.12 倍

ファティク州 41 9,323 13,646 4,323 1.46 倍

合　計 104 18,984 33,989 15,005 1.79 倍
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註]ダカール州の増加率が高いのは、7 校中新設校が 5 校であるためである。

また、本プロジェクト実施により以下の効果が期待できる。①約 15,000 名の生徒が新たに就学でき、ま

た、過密教室や 2 部授業が解消され約 34,000 名の生徒がより良好な環境で学習できる、②各対象校で少な

くとも 3 教室存在するようにすることにより、2 学年毎の複式学級を採用すれば 1 年～6 年まで各学年すべ

てが揃ったクラス編成が可能となる、③20 の小学校が新設されることにより通学距離が短縮される、④123

の老朽化した教室や仮設教室が建替えられることにより、生徒はより良好な環境で学習できる、⑤各学校に

校長室と便所が設けられることにより、より適正な学校運営が行え、生徒はより衛生的な環境で学習できる、

⑥ダカール州とティエス州の 3 校に図書室、保健室、会議室の機能を有する多目的室と運動施設を設けるこ

とにより、教育環境の向上と生徒の健康面での増進がはかれる、⑦便所を含む施設の維持管理に関するソフ

トコンポーネントを実施することにより、施設の維持管理体制が確立され施設が有効かつ効果的に使用され

るようになる。

以上の効果を持続的に発揮させるためには、セネガル側にとって以下の課題に取組む必要があると判断さ

れる。①新設・増設される教室に対して教員を配属する、②建設された教室に対して適正な人数の生徒を受

け入れ、適切なクラス編成を行う、③建設された校長室を活用し適切な学校運営を行う、④多目的室と運動

施設を有効に活用するために、保健コーナーには保健担当係員を配置し、図書コーナーには適切な図書を備

え、また運動施設は体育の授業に活用する、⑤ソフトコンポーネントにより習得したノーハウを持続するた

め、維持管理の費用負担・実行者である地方自治体および父兄・住民よりなる学校運営委員会と、学校管理

者である教育省との協力体制を構築する。

以上のような効果が期待でき、セネガル側によって上記のような対策が実行されれば、本プロジェクトは

以下の理由により我が国の無償資金協力案件として妥当であると判断できる。①本プロジェクトの対象は全

国 10 州のうち半分の 5 州をカバーするもので、104 の公立小学校の 34,000 人の生徒を裨益する。②本プロ

ジェクトは「教育・訓練 10 ヶ年プログラム」の一環であり、また、プロジェクト終了年の 2005 年に対象校

の就学率を 85％に向上させることができる。③本プロジェクトで新設・増設される教室には先方により教

員の配属が可能であると判断でき、適切な授業の実施が可能である。④本プロジェクトの実施により対象校

で便所を含む施設の維持管理体制が強化される。

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住民の BHN

の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施するこ

との妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・資

金ともに十分で問題ないと考えられ、本プロジェクトは円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。
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第１章　プロジェクトの背景・経緯

１－１　教育セクターの現状と課題

１－１－１　初等教育の現状と課題

(1) 教育制度の概要教育制度の概要教育制度の概要教育制度の概要

セネガル国の教育制度は就学前教育、初等教育、前期中等教育、後期中等教育、高等教育の 5 段階か

ら構成されており、初等教育のみ義務教育となっている。教育制度は基本的に旧宗主国フランスの制度

に準じており、その概要は下記の通りである。（データはすべて 1999/2000 年度のものである。）

① 就学前教育：4 才～6 才

日本の幼稚園に相当し学校数は全国で 356 校であり、ダカール、ティエス、サン・ルイなどの都

市部に集中し 74％が私立校である。また、全生徒数は 25,392 人で就学率は 2.7％である。

② 初等教育：7 才～12 才

日本の小学校に相当し、修学期間は 6 年間で卒業時には卒業試験があり合格すれば初等教育修了

証（CFEE）が与えられる。学校数は全国で 4,751 校うち 413 校が私立校である。全生徒数は 1,107,712

人、就学率は 68.3％で就学率の向上が課題となっている。

③ 前期中等教育：13 才～16 才

修学期間は 4 年間で日本の中学校に相当する。中学校へ進学するためには小学校卒業試験で一定

レベル以上の成績（卒業合格点以上）が必要となる。また、卒業時には試験があり、合格すれば前

期中等教育終了証（BFEM）が与えられる。学校数は全国で 455 校、うち私立校 235 校、全生徒数

は 186,138 人、就学率は 22.9％である。

④ 後期中等教育：17 才～19 才

日本の高等学校に相当し修学期間は 3 年間で普通課程と技術課程がある。高等学校へは BFEM が

あれば入学でき、卒業者は大学入学資格（バカロレア）の受験資格がある。学校数は普通高校が 111

校（うち私立 63 校）生徒数は 58,983 人、技術高校が 10 校（うち私立 2 校）生徒数 4,425 人となっ

ている。ちなみに、普通高校の就学率は 8.0％である。

⑤ 高等教育：20 才以上

高等教育機関としてはダカール大学、サン・ルイ大学と高等師範学校があり、バカロレアに合格

すれば入学できる。ダカール大学は 1918 年創立の西アフリカきっての名門校で、西アフリカ諸国

からの留学生も多い。また、サン・ルイ大学は 1985 年に開校した。

大学には学部と専門部があり、ダカール大学は法律・政治学部、経済・経営学部、医学・薬学部、

理工学部、人文学部の 5 学部で、サン・ルイ大学は法学部、経済・経営学部、応用数学部、情報処

理部、文学・人文科学部である。修学期間は一般学部が 5 年間、医学・薬学部が 8 年間である。ま

た専門部はダカール大学にあり、高等師範科、工学科、図書館・司書学科、獣医学科、情報処理学

科、留学生仏語科の 6 学科で構成されている。
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⑥ 職業訓練学校

職業訓練学校は旧国民教育・技術教育・職業訓練省の管轄下にあったが、2001 年 5 月から技術教

育・職業訓練部門は分離され独立の省となり、その管轄下の教育機関となった。職業訓練学校は正

規の教育機関ではあるが、前述の 5 つの教育段階とは別の教育機関である。1 つは小学校を卒業し

て入学する中等職業訓練校があり、3 年間の教育の後各種の職業適格証（CAP）が取得できる。も

う 1 つの職業訓練校としては前期中等教育修了後入学する長期（3 年）と短期（2 年）の職業訓練

校があり、こちらも卒業者にはそれぞれ技術者証（BT）と職業教育修了証（BEP）が与えられ各種

技能者の資格として有効となる。

⑦ 教員養成学校

教員養成学校は前期或は後期中等教育卒業生に 1年間の教育をほどこし小学校の教員を養成する

機関で、ティエス、ルーガ、コルダ、サン・ルイにあるが、この制度は昨年度（1999/2000）で廃止

され、本年度より（2000/2001）この施設でボランティア教員の短期養成を行うこととなった。

⑧ 識字教育

セネガル国の非識字率は 70％と高く、政府は教育省内に識字・基礎教育局を設け積極的に成人に

対する識字教育を行っている。識字教育は小学校の教室等を夜間、週末に利用して行なわれており、

また、NGO によっても行なわれている。

(2) 初等教育初等教育初等教育初等教育

1） 就学率

セネガル政府は独立以来初等教育の普及に努力してきており、独立時には 12％にすぎなかった就

学率（以後、特記なき限り「就学率」は「総就学率」を示す）は 1991 年には 55.8％に達した。し

かし、1990 年代の前半は年間 3％という高率の人口増加の圧力等もあり就学率は 54.6％と低下した。

こうした状況に危機感をいだいたセネガル政府は、1990 年代の後半は教室の新設・増設等就学率向

上に対するさらなる努力を重ね 2000 年には 68.3％まで向上させた。さらに、政府は「教育・訓練

10 ヶ年プログラム（2000～2010 年）」を発表し、計画の 終年の 2010 年には初等教育の就学率を

100％にする目標を掲げ、教室の新設・増設等就学率向上に対する諸施策を実行している。

表１－１　初等教育就学率の推移

年度 1991/92 1992/93 1993/94 1994/95 1995/96 1996/97 1997/98 1999/00

男子 62.7 62.7 62.8 62.7 64.3 66.6 68.0 73.5

女子 46.6 45.9 46.1 46.6 49.8 52.9 55.5 63.0

全体 55.8 54.3 54.4 54.6 57.0 59.7 61.7 68.3

出　典：教育省教育計画・改革局資料
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図１－２　州別初等教育就学率（1999/2000）

出典：教育省教育統計、1999／2000 年度版

就学率が 60％台に低迷している原因は種々存在するが、本基本設計調査で実施した住民集会での

父兄住民からのヒアリング調査によれば、まず第一に農村部における貧困があげられる。農村部で

は現金収入が非常に少なく、地域差や豊作、不作による年度による差があるため、年間現金収入は

15,000～100,000 FCFA と幅がある。一方、学費は教科書、ノートなどの学用品だけでも 7,000～19,000

FCFA 必要で、貧困の故に就学できないケースが非常に多い。また、都市部でも失業率が高くやは

り貧困の故に就学できない場合が多い。また、図 1-2 に示すように就学率には地域差が大きく、ダ

カール州、ティエス州を除く人口密度の高いルウガ州、ディウルベル州、カオラック州、ファティ

ク州の就学率が低くなっている。これは人口の自然増に加えて東部から流入する人口増に教室の増

設等の投資が追いつかないためと考えられる。

一方、女子の就学率は表 1-2 に示すように全国平均で男子の約 86％であり地域差も大きい。また、

住民集会でのヒアリング調査によれば、女子の就学を阻害している要因としては経済的な理由で児

童を就学させられない場合は男子を優先させるという要因が も大きく、次いで家庭内労働が理由

で就学を見送るあるいは退学するというケースが多かった。

表１－２　州別、男女別初等教育就学率（1999/2000）

州 ﾀﾞｶｰﾙ ｼﾞｶﾞﾝ

ｼｮｰﾙ

ﾃﾞｨｳﾙ

ﾍﾞﾙ

ｻﾝ･ﾙｲ ﾀﾝﾊﾞｸ

ﾝﾀﾞ

ｶｵﾗｯｸ ﾃｨｴｽ ﾙｳｶﾞ ﾌｧﾃｨｸ ｺﾙﾀﾞ 全国

男子(%) 88.9 105.6 44.9 76.2 88.2 48.6 74.1 63.5 57.1 91.5 73.5

女子(%) 83.6 92.1 36.1 74.2 64.6 40.0 65.2 48.7 51.6 61.1 63.0

全体(%) 86.3 99.1 40.4 75.2 76.3 44.3 69.6 55.9 54.5 76.8 68.3

女/男 0.94 0.87 0.80 0.97 0.73 0.82 0.88 0.77 0.90 0.67 0.86

出　典：教育省教育統計、1999／2000 年度版
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2) 2 部授業と複式学級

表１－３ 公立小学校の生徒数、クラス数、1 クラス当りの平均生徒数、2 部授業クラス数、

複式学級クラス数（1999/2000）

ﾀﾞｶｰﾙ
ｼﾞｶﾞﾝ

ｼｮｰﾙ

ﾃﾞｨｳﾙ

ﾍﾞﾙ
ｻﾝ･ﾙｲ

ﾀﾝﾊﾞ

ｸﾝﾀﾞ
ｶｵﾗｯｸ ﾃｨｴｽ ﾙｰｶﾞ ﾌｧﾃｨｸ ｺﾙﾀﾞ 全国

生徒数 219,199 38,179 22,192 42,329 15,605 38,960 72,127 16,536 15,671 21,275 502,073

ｸﾗｽ数 3,226 471 325 723 226 587 931 288 262 346 7,385

1 ｸﾗｽ当り

平均生徒数
67.9 81.1 68.3 60.0 69.1 66.4 77.5 57.4 59.8 61.5 68.0

都
市
部

2 部授業

ｸﾗｽ数
798 299 126 202 159 134 408 59 82 142 2409

生徒数 9,444 53,346 31,374 65,762 42,286 50,462 72,357 30,931 57,076 75,285 488,323

クラス数 182 1,130 728 1,406 1,033 1,324 2,446 1,057 1,202 1,592 11,169

1 ｸﾗｽ当り

平均生徒数
51.9 47.2 43.1 46.8 40.9 38.1 29.6 29.3 47.9 47.3 43.7

農
村
部

複式学級

ｸﾗｽ数
0. 67 42 59 25 104 43 38 47 74 499

出典：教育省統計資料、1999／2000 年度版

貧困に劣らず就学率の向上を妨げている要因は教室の不足である。問題は都市部と農村部で大き

く異なっている。セネガル国では初等教育は義務教育となっており、公立校の場合学校側は父兄か

ら入学の申請があれば必ず入学させなければならない。都市部の場合表 1-3 に示すように、1 教室

に定員 60 名を超える生徒を受入れており、2 人掛けベンチに 3 人掛け 4 人掛けし極端な場合は 1 ク

ラス 100 人を超える過密教室も出現している。一般的にはこの様な場合午前クラスと午後クラスに

分けるいわゆる 2 部授業を行っている。ちなみに、2 部授業クラス数は全国平均で都市部クラス数

の約 32.6％である。一方、農村部では学校の規模が小さく、学級数が 6 学年そろっていない 1 クラ

スから 5 クラスの学校が多数存在する。このような場合、例えば 2 教室しかない学校では 3 年毎に

生徒を受け入れ、ある年度では 2 年生と 5 年生のクラスが存在するというようなことになっている。

しかし、もう一つの例として、毎年生徒を受け入れ 1～3 年生と 4～6 年生の複式学級 2 クラスとす

る場合があるが、どちらにするかは学校当局の方針により決定される。なお、複式学級の実施率は

全国平均で農村部クラス数の約 4.5％で前者の方式を採用する学校が多い。ちなみに、本計画の調

査対象校 144 校中 1 クラス学校は 18、2 クラス学校は 15、3 クラス学校は 21、4 クラス学校は 10、

5 クラス学校は 14 で、約半数は不連続学年学校であり複式学級のある学校は 10 校に過ぎなかった。

3) 通学区

このように教室数が不足するなかで、入学を申し込んでも学校に受入能力がなく受入てもらえな

い場合や、 寄の学校が数年おきにしか生徒を受入れていない場合は隣接する学校へ通わざるを得

ず、厳密な意味での通学区は存在しない。また、セネガルでは学校の規模は小さく都市部では接近
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して学校が存在する。従って、どの学校へ通わせるかは親の選択にまかされている。逆に、どの学

校に申し込んでも受け入れてもらえない場合は、入学の機会を逸する場合も多い。一方、農村部で

は学校間の距離が大きく通学可能な近隣校がない場合もあり、前述のように 寄の学校が受入れ年

度でない場合その年の就学をあきらめざるを得ない。そのため教室の増設に加えて、スクール・マ

ッピングによる計画的な学校配置が望まれる。今回の我が国に対する要請でも 144 校中 24 校が新

設校である。ちなみに、農村部人口が希薄なタンバクンダ、サン・ルイ、ルーガ、コルダの各州で

は、10 ヶ年プログラムによれば、通学距離はそれぞれ 7.5km、6.1km、5.32km、3.74km となってお

り改善が望まれるとしている。

4) 留年、退学

セネガル国では、10 ヶ年計画で低学年における現地語での授業が計画されているが、現在、教科

書はフランス語のものしかなく授業は 1 年生からフランス語で教えられる。従って、低学年では授

業時間の半分以上がフランス語の授業に当てられているが、フランス語を解さない生徒にとって負

担は大きく留年、退学を多数発生させる原因となり、留学率は 1999/2000年度で 6学年平均で 13.62％

（表 1-4）に達する。加えて、教員にはボランティア教員（P24 参照）が多く、教員の経験不足や 2

部授業や複式学級、過密教室などの悪条件が重なって留年や退学が非常に多く、表 1-5 に示すよう

に 6 年生まで進級できる生徒は新入生の約半分にすぎない。また、6 年生の留年率は卒業試験に落

第するため表 1-4 に示すように 28.84％と特に高い。

表１－４　初等教育留年率（1999/2000）

単位　％

学年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 全体

男子 8.81 11.52 12.09 11.97 14.39 28.36 13.72

女子 8.70 11.26 12.12 12.04 15.28 29.51 13.50

全体 8.76 11.40 12.10 12.00 14.78 28.84 13.62

出　典：教育省教育統計、1999／2000 年度版

表１－５　1 年生を 100 とした場合の初等教育各学年の生徒数（1999/2000）

学年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年

男子 100 74.9 71.5 66.8 62.5 57.9

女子 100 70.6 65.3 59.4 52.1 45.0

全体 100 72.8 68.5 63.2 57.5 51.6

出　典：教育省教育統計、1999／2000 年度版

このような状況を改善するためには教員の質の向上やカリキュラムの改善等ソフト面での改善

が必要であるが、2 部授業は当面就学率向上のためにはやむを得ないとしても、過密教室の解消等

のために教室の増設等、施設の増強も同時に求められる。
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１－１－２　教育セクターの開発計画

(1) 国家開発計画国家開発計画国家開発計画国家開発計画

セネガル国政府は表 1-6 に示すように独立後フランスからの経済的自立を目指して 4 ヶ年を単位とす

る国家経済社会開発計画を実施してきたが、すでに第 1 次から第 8 次計画を終了し現在第 9 次計画（6

ヶ年計画 1996～2001 年）を実施中である。

これらの国家社会開発計画のいづれの段階でも初等教育の普及には高いプライオリティが与えられて

きたが、1980 年代以降諸外国や国際機関の小学校教室建設に対する援助が増加するに伴い、各ドナーと

協力して就学率の向上等に目標設定を行うようになった。第７次計画（1985～1989 年）では 1985 年で

53.8％であった初等教育の就学率を 60％とする目標を設定し、1989 年で 57.8％と目標に近い成果を得た。

次いで第 8 次計画（1989～1995 年）では 65％の目標を設定し教室の増設等に努力したが、高い人口増加

の圧力などもあり 1995 年には 54.6％と逆に低下してしまった。こうした事実に危機感をいだいたセネガ

ル政府は世銀の援助主体の「教育計画Ｖ（1993～1998 年）」で目標就学率を 65％に定め 61.7％と一応の

成果を得た。

第 9 次計画では人的資源開発および基礎教育と技術教育の強化を第 1 にあげており、その OS7

（Orientation Stratégique 7.、戦略的方向第 7 号）で“技術訓練と基礎教育を重点とする教育システムの強

化”を規定している。その中で、教育の行政管理能力を強化することにより基礎教育の就学率 100％の

達成と 2 部授業の解消がうたわれており、そのため、教育省に対して第 7 号方針として下記の 4 項目活

動方針を示している。

1. 教育サービスの改善と基礎教育の受入能力の優先的拡大

2. 政府の活動を支援するため、教育システムの強化に関して援助機関の参加の強化。

3. 正規の学校システムを補足するためのインフォーマル教育センターの整備および学校外教育の

促進。

4. 環境教育の促進

表１－６　セネガル国の国家開発計画

経済社会開発計画 構造調整計画他

年度 計画名 主要目標 年度 計画名

1961～1965 第１次計画 食糧自給、輸入代替え工業化

1965～1969 第２次計画 同上

1969～1973 第３次計画 同上

1973～1977 第４次計画 同上

1977～1981 第５次計画 食糧自給、農業開発公社拡充 1979～1980 財政安定化計画

1981～1985 第６次計画 地域開発への住民参加

農産物加工産業の育成

国際協力、域内協力の推進

砂漠化対策

1980～1985 経済・財政再建計画

（PREF）

1985～1989 第７次計画 食糧自給、地域開発

都市・農村間の格差の縮小

1985～1992 中長期経済・財政調整計画

（PAMLT）

1989～1995 第８次計画 教育・人的資源開発

公共部門の縮小、民間部民の役割強化

生産性向上、産業基盤の整備

1990～

1993～1998

人的資源開発計画(PDRH)

教育計画　V
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経済社会開発計画 構造調整計画他

年度 計画名 主要目標 年度 計画名

地域開発 1994～1997 構造調整に関する政策大綱

国際協力、域内協力の推進 （PFP1994～1997）

1996～2001 第９次計画 人的資源開発 1996～1998 公共投資３カ年計画

基礎教育・技術教育の強化

公共部門の縮小、民間部民の役割強化 2000～2002

企業への投資と輸出の拡大 1998～2000 構造調整に関する政策大綱

予算政策および運営管理の改善 （PFP1998～2000）

銀行の財務システムの能率強化

情報コミュニケーション・システムの効率化

天然資源の管理の改善

国際協力の推進

出典：経済・大蔵・計画省

(2) 公共投資公共投資公共投資公共投資 3 ヶ年計画ヶ年計画ヶ年計画ヶ年計画

第 9 次国家経済社会開発計画を受け具体的な投資計画として「公共投資 3 ヶ年計画 1998～2000 年」、

「同 1999～2001 年」、「同 2000～2002 年」を作成し実施している。現在実施中の「3 ヶ年計画 2000～

2002 年」では、農業、輸送、都市インフラについで教育部門に総額の 9％、933 億 FCFA を割当ててい

る。勿論これらの投資額は諸外国・国際機関の援助が含まれている。

表１－７　公共投資3ヶ年計画
単位：100万FCFA

産業部門および事業分野 1998～2000 年 1999～2001 年 2000～2002 年 (％)
生産部門の開発

農　業 133,505 173,303 173,862 16.1
牧　畜 28,028 22,755 24,031 2.2
漁　業 40,238 44,545 43,770 4.1
工　業 8,118 320 20,184 1.9
手工業 3,717 3,121 3,328 0.3
エネルギー 93,056 97,575 85,834 7.9
観　光 3,400 5,118 3,661 0.3
鉱　業 2,370 3,100 2,050 0.2

合　計 312,432 349,837 356,720 33.0
生産部門の強化支援

輸　送 147,585 165,056 181,555 16.8
商　業 1,487 2,389 1,789 0.2
郵便、通信 17,229 4,035 3,807 0.4
科学技術研究 1,217 324 3,521 0.3

合　計 167,518 171,804 190,672 17.6
人的資源開発

保　健 54,210 76,166 88,450 8.2
教　育 57,752 57,410 93,352 8.6
社会開発 23,766 32,493 22,679 2.1
文化、青少年、スポーツ 8,100 10,806 12,312 1.1

合　計 143,828 176,875 216,793 20.1
生活レベルの向上

自然保護 28,486 35,375 36,435 3.4
地方水資源開発 51,243 28,940 26,535 2.5
都市上下水水道 11,393 98,958 114,056 10.1
住宅および都市開発 42,042 51,745 55,938 5.2

合　計 133,164 215,018 232,964 21.6
その他の部門

（行政施設強化支援） 64,980 56,127 83,393 7.7
総　計 927,932 969,661 1,080,542 100.0

注1：1FCFA≒0.2円 出典：経済・大蔵・計画省

注2：計画は毎年見直しが行われている。
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「公共投資 3 ヶ年計画 2000～2002 年」の教育分野への投資項目は次に述べる「教育・訓練 10 ヶ年プ

ログラム（2000～2010 年）」の暫定版「同（1998～2008 年）」に基づいている。投資目標としては、

1. 2002 年に初等教育の就学率を 75％にする。

2. 非識字率を毎年 5％低減する。

3. 初等教育から前期中等教育への進学率を 50％に向上させる。

4. 前期中等教育から後期中等教育への進学率を 60％に向上させる。

であり、これらに基づき下記の投資等が予定されている。

1. 毎年 2000 の小学校教室の建設とこれに見合う十分な数の教員の採用。

2. 女性優先識字化プロジェクトと識字化活動支援プロジェクトの推進。

3. 企業家養成・技術開発センターの設立。

4. ダカール郊外における中学と高校の建設

5. その他

このように初等教育就学率については 2002 年の就学率を 75％とし、そのため毎年 2,000 教室の建設と

これに見合う教員の採用を行うとしているが、これらは「教育・訓練 10 ヶ年プログラム」に包含された。

(3) 教育教育教育教育・訓練・訓練・訓練・訓練 10 ヶ年プログラムヶ年プログラムヶ年プログラムヶ年プログラム（（（（2000～～～～2010 年）年）年）年）（（（（Programme Décennal de l’Education et de la Formation））））

教育・訓練 10 ヶ年プログラムはアフリカのための国連特別イニシアティブの枠組で作成が開始された

が、その内容は教育省の主導による独自のものである。また初等教育に関しては計画の終了時の 2010 年

で就学率 100％を目指すものである。

プログラムの内容は就学前教育から高等教育、職業教育、成人識字教育までのすべてを網羅するもの

であるが、初等教育に関しては下記の 16 のアクションプランが採択されている。

① 教室の建設と改修

年間平均 2,000 教室を建設し傷んだり老朽化した 300 教室を改修する。計画は 3 期に分けて立案

され夫々下記のようになっている。

1. 第 1 期（2000～2003 年）

8,000 教室の建設と 1,200 教室の改修を行う。新設教室は就学率の低いディウルベル、カオラ

ック、ルーガ、ファティク、コルダ、タンバクンダ、ティエス、サン・ルイの順に優先的に

割当てられる。また改修はダカールやサン・ルイのように古くからの学校がある州が優先さ

れる。また具体的な計画はこの期間に順次作成される。

2. 第 2 期（2004～2007 年）

8,000 教室の建設と 1,500 教室の改修を行う。具体的戦略はニーズに合わせて再調整される。

3. 第 3 期（2008～2010 年）･･･未定

② 就学場所と人員の効率化

セネガルでは各学年がそろっていない不連続学年の学校が多く（P.5 参照）、1997/98 年度で 43.3％
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が不連続 3 学年以下の学校である。このような状況が児童の就学の機会を奪っていることから、2

部授業と複式学級を積極的に導入しこのような不連続学級を一掃し 2010 年のプログラム修了時に

はすべての学校が 1 年から 6 年まで学級が揃っているようにする。

③ 教員の採用と教育

就学率 100％の目標を実現するため毎年 2,000 教室、即ち、計画の 10 年間で 20,000 教室を建設す

ることになるが、これに見合う 20,000 名の教員と退職者の補充のためさらに 3,500 名合計 23,500 名

の教員を採用する。そのため、今まで 1 年間の教育で年間 500 名程度の正規教員を養成していた教

員養成学校を改組しボランティア教員専門の教育機関とし、1 グループ 1,250 名を 5 ヶ月の教育を

ほどこすことにして年間では 2 グループ合計 2,500 名を養成する。加えて、ボランティア教員から

契約教員、正規教員へと順次昇格させていく方針で、教員再教育を組織的に行うため州教育センタ

ーを充実させる。（ボランティア教員については P24 参照）

④ 私学やコミュニティー学校への支援

教育へのアクセス拡大のため承認されていない私立学校、アラブ学校、コミュニティー学校へ教

育省が各種指導相談を行い、また、必要に応じて資金援助も行ったうえ承認された正規学校に昇格

させる。

⑤ 貧困地域における就学率の向上、特に女子の就学の強化

貧困地域における児童の就学、特に女子の就学を促すため、①貧困地域への水の供給、②学校衛

生の強化、③貧困地域の児童への食料の供給、④貧困地域の児童への教材の供給、等の施策を実行

する。

そのため、年間 100 校程度に対して便所と井戸の建設を行い、また、200 校程度において給食を

実施する。また、40,000 人の貧困児童に教科書と教材の支援を行う。

⑥ 新しいカリキュラムの開発

教育の質の改善のため、①時間割、プログラム等の技術的、科学的改善、②様々な言語、即ち、

フランス語、国語、アラブ語の教育媒体としての使用、③教員用の教育ガイド、教育機材、修学評

価体制の構築、④カリキュラム開発に必要な環境の整備、等の施策を実行する。

そのため、中央に委員会が設置されるが開発に必要な諸作業は州視学官事務所と県視学官事務所

も責任を負う。

⑦ 正規教育への母国語の導入

セネガルの小学校では 1 年生からフランス語で授業が開始されるため、フランス語を解さない生

徒は授業についていけず留年、退学が非常に多い。セネガルでは 20 あまりの言語が話されている

が、そのうち 6 言語を用い 3 年生までにフランス語に移行していく。このことにより修学を容易に

しスムーズにフランス語に移行できる。計画の 10 年間でこのためのカリキュラムを開発し、この

教育法を定着させる。

⑧ 教科書の適合化と生産

教育の充実と効率化をはかるため、今まで、平均してフランス語の授業では 6 人に 1 冊、算数の

授業では 10 人に 1 冊しかなかった教科書を無料配布とし、数学とフランス語では生徒 1 人当り 1
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冊、その他の科目では 4 人に 1 冊とする。

⑨ 初等教育における修学評価

初等教育における修学評価の体系化を、①学校とクラスで行われる修学評価法の開発、②定期的

に実施する全国的な標準評価法の開発の 2 つの面から実行する。

⑩ 留年と退学への対処

留年と退学率を減少させるため、①生徒の学業成果について学校ごと、県視学官事務所ごとに評

価し競争意識を持たせるシステムの構築、②適切な対処法を開発するために退学が多い地域の特定

と調査の実施、③教員に対して学業に問題のある生徒への対処方法を習得させる教育評価法の開発、

④留年と退学が生み出す教育的、社会的、経済的悪影響について教員、校長、父兄、視学官に認識

させるキャンペーンの実施、⑤夏休み中の補修プログラムの組織化、等を実行する。

⑪ 情報機器の導入

⑫ 複式学級、2 部授業、多人数クラスへの支援

複式学級、2 部授業、多人数クラスに対応するための教育プログラム、教育手法、先生の能力、

教育学的評価に対して開発と支援を行う。

⑬ ジェンダー・アプローチと地域環境への適合

⑭ 環境教育の一般化と永続化

⑮ 学校における健康と栄養状況の改善

⑯ 学校計画の設置

このように教育・訓練 10 ヶ年プログラムは初等教育改革の根幹をなすもので、上記のように広範囲の

活動が予定されている。本プロジェクトに対する要請はダカール州、ティエス州、ルーガ州、カオラッ

ク州、ファティク州の 5 州の 144 の小学校に 500 教室を建設するものであるが、上記のアクションプラ

ン①の年間 2,000 教室の建設と老朽化した 300 教室の改修の一部を構成するものである。

１－１－３　社会経済状況

セネガル国の人口は約 950 万人（2000 年）で、アフリカ諸国のなかでも都市化率が高く 47％に達する。

人口の地理的分布は大西洋岸に面する沿岸部と内陸部に著しい人口密度のギャップが存在する。例へば、

首都ダカールを擁するダカール州の人口は約 230 万人で全人口の 24％が居住し人口密度は 4,300 人／km2

に達する。また、ダカール州に隣接するティエス州の人口は約 131 万人で人口密度は 200 人／km2となって

いる。一方、東部のタンバクンダ州の人口密度はわずか 9 人／km2にすぎない。本プロジェクトの対象州の

ダカール州、ティエス州、ルーガ州、カオラック州、ファティク州は西部の人口集中地域もしくは比較的

人口密度の高い地域にあり、東部からの人口の流入もあり人口増加率も高い。一方、年齢別人口は 15 才以

下の人口が総人口の 45％を占めるピラミッド型となっている。

民族構成はウォロフ族が総人口の約 40％を占め、次いでセレール族が約 14％、プール族が約 12％、ト

ゥクルール族が約 10％となっている。その他に、ギニアビサオの国境付近にはディオラ族が住み、多数の

少数民族も全国に存在している。他にフランス人などのヨーロッパ人やレバノン人、シリア人など非アフ
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リカ人が首都ダカールを中心に居住している。

公用語はフランス語であるが多数民族の言語であるウォロフ語が共通語として広まっている。初等教育

をはじめとして学校教育では公用語のフランス語が使用されているが、民族語による授業も小学校低学年

で試みられている。

宗教構成としては人口の 85％がイスラム教徒で、他にキリスト教徒 5％、原始アニミズム 10％となって

いる。このようにイスラム教徒が人口の大部分を占めるため、小学校就学年令層を対象としたコーラン学

校も全国に多数存在する。

セネガルの地方行政区画は全国をダカール、ジガンショール、ディウルベル、サン・ルイ、タンバクン

ダ、カオラック、ティエス、ルーガ、ファティク、コルダの 10 州に分け、州の下部行政区分として県があ

る。教育省は初等教育の出先機関として全国 10 州に州視学官事務所をおき、その下部組織として県視学官

事務所を設け小学校の管理を行っている。

1960 年の独立以来セネガルの人口はほぼ 3％で増加してきたにもかかわらず、GNP の成長率は 2.5％程

度にとどまったため、1 人当りの GNP は年々低下を続けていた。例えば、1991 年の 1 人当りの GNP は約

650 ドルであったが 1998 年には 520 ドルに低下した。しかし、1990 年代の後半に入り 1994 年 1 月に実施

された通貨の対フランスフラン・レートの 50％切下げや一次産品の価格の上昇、債務削減の進展、農業の

生産性の向上などにより経済は好転しつつあり、2000 年の GDP 成長率は 5.2％となっている。

セネガルの産業構造は GDP 寄与率で第 1 次産業 17.6％、第 2 次産業 20.4％、第 3 次産業 62.0％となって

いる。GDP に対する寄与率は低いが、人口の半分以上が就労している農業はフランスの植民地時代に形成

された輸出用の落花生栽培に依存した経済構造が今日でも基本的に維持されている。しかも、灌漑の未整

備、肥料の不足による地力の低下などから年々生産力は低下傾向にあったが、近年除々に改善されつつあ

り農業生産増加率は 2000 年で 8.0％を示した。しかし、輸出品目としては過去第 1 位であった落花生は現

在水産物、燐鉱石・肥料に次いで第 3 位になっている。このように、農業は低落傾向にあり天候の影響を

大きく受け農家の収入は安定しない。従って、農村部は貧しく農家の現金収入は非常に少い。そのため、

貧困の故に児童を就学させられないケースも多く、初等教育の就学率向上の妨げとなっている。

（経済関係データはすべて The Economist Intelligence Unit, London, UK 出版の Country Profile 2001, Senegal

および Country Report, Senegal, The Gambia, Mauritania, July 2001 による）

１－２　無償資金協力要請の背景、経緯および概要

セネガルでは過去、世銀、ドイツ復興金融公庫（KfW）、アフリカ開発銀行（BAD）、石油輸出国機構

（OPEC）などの各ドナーが援助を行ってきたが、我が国も 1991 年、1993 年、1997 年度と 3 次にわたって

ダカール州とティエス州で、それぞれ 186 教室、512 教室、490 教室合計 1,188 教室の建設を行い協力して

きた。しかし、初等教育の就学率は 1999/2000 年度で 68.3％と低迷しており、セネガル政府は「教育・訓

練 10 ヶ年プログラム（2000～2010 年）」を作成し、計画終了年の 2010 年には就学率を 100％とする目標

を設定した。そのためには年間 2,000 教室の増設が必要であるとして、その一環として 1999 年 9 月にダカ

ール、ティエス、ディウルベル、ルーガ、カオラック、ファティクの 6 州で 166 の小学校に 500 教室を建
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設する計画を立案し、日本国政府に対してその実現のため無償資金協力を要請してきた。しかし、その後

10 ヶ年プログラムが脱稿するにともない、2000 年 12 月に第 1 期アクションプランの 1 部としてディウル

ベル州を除く 144 の小学校に同じく 500 教室を建設する計画に修正し要請してきた。なお、要請の概要は

下記の通りである。

表１－８　要請の学校数と教室数

教室数
州　名 学校数

新設 増設 建替え 合計

ダカール 16 69 22 3 94
ティエス 26 21 29 27 77
ルーガ 22 15 53 19 87
カオラック 30 21 76 5 102
ファティク 50 3 97 40 140

合計 144 129 277 94 500

ただし、新設、増設、建替えとは､それぞれ､“小学校を新設する”､“既存の小学校に教室を増設する”、

“仮設教室や使用に耐えないほど傷んだ教室を建替える”ことである。また、各学校には教科書、図書、

教材などを収納する倉庫が附属する校長室を設置する。その規模は下記の通りである。

教　室 ： 7×9m＝63m2

校長室＋倉庫 ： (3×4m)＋(3×3m)＝21m2

さらに、上記の教室および校長室には下記の家具を備える

教　室 ： 2 人掛けテーブルベンチ 30 セット

教員用　机・椅子 1 セット

校長室 ： 机・椅子 1 セット

キャビネット 4 個
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図１－３　要請校位置図
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表１－９　要請校リスト

州名 県視学官事務所
IDEN

No. 記号 学校名 新設 増設 建替え 合計

1 RU01 ｼｪﾘﾌ 2 12 12

2 RU02 ｻﾝﾀ･ﾔﾗ 3 3

3 RU03 ﾀﾞﾙｰ･ﾗﾌﾏﾝ 3 3

4 RU04 ｼﾃ･ｶﾞﾎﾞﾝ 3 3

ﾙﾌｨｽｸ 1

小　計 21 21

5 RF01 ｷｯﾌﾟ 6 6

6 RF02 ｾﾋﾞ･ﾌｧｽ 4 4

7 RF03 ｳﾝｼﾞｬﾋﾗｯﾄ･ﾍﾟﾙ 2 1 3

8 RF04 ﾆｬｶﾞ･ﾍﾟﾙ 3 3

9 RF05 ｻﾝｶﾞﾙｶﾑ 2 3 3

10 RF06 ﾆｬｸﾗﾌﾞ 3 3

11 RF07 ﾊﾞﾝﾋﾞﾛｰﾙ 2 3 3

12 RF08 ｼﾞｬﾑﾆｬｼﾞｲｵ 2 3 3

ﾙﾌｨｽｸ 2

小　計 12 15 1 28

13 DB01 ﾉｰﾙ･ﾌｫﾜｰﾙ 12 12

14 DB02 ｼﾃ･ｱﾘｴ･ｼﾞｪﾝ 12 12

15 DB04 ﾏﾘｽﾄ･ｴｸｽﾀﾝｼｵﾝ 12 12

ﾀﾞｶｰﾙ･ﾊﾞﾝﾘｭｳｰ

小　計 36 36

ﾁｬﾛｲｴ 16 TH01 ﾀﾞﾙｰ･ﾐｾｯﾄ 7 2 9

ﾀﾞｶｰﾙ

ﾀﾞｶｰﾙ州　合　計 69 22 3 94

ﾃｨｴｽ 1 MB01 ﾏﾘｯｸ･ｷﾞﾘ･ｶﾞｲｪ 3 3

2 MB02 ｱﾏﾃﾞｨ･ﾜﾆｭ 3 3

3 MB03 ｸﾙｯｸ･ｾﾚｰﾙ 3 3

4 MB04 ｹﾞﾛｰﾙ 3 3

5 MB05 ｳﾝﾀﾞｸﾞﾀﾞﾑ 3 3

6 MB06 ｳﾝｼﾞｬﾗ･ﾙｰﾑ･ﾄｯｸﾏｲ 3 3

7 MB07 ｳﾝﾌﾞﾌｯｼﾞ 3 3

8 MB08 ｷﾚｰﾇ 3 3

9 MB09 ｳﾝﾀﾞﾔｰﾇ 2 2

10 MB10 ﾁｷｰ 2 2

11 MB11 ｳﾝｼﾞｬｼﾞｬﾇ 1 2 3

12 MB12 ﾃｰﾇ･ﾄｩﾊﾞﾌﾞ 3 3

13 MB13 ｼﾝﾃﾞｨｱ 3 3

ｳﾝﾌﾞｰﾙ

小　計 3 7 27 37

ﾃｨｴｽ県 14 TD01 ｶﾔｰﾙ 6 6

15 TD02 ｼﾝｼﾞｬｰﾇ 3 3

16 TD03 ｹｰﾙ･ｳﾝｼﾞｬｶﾞ･ｻｰﾙ 2 2

17 TD04 ｳﾝｼﾞｬﾊﾞ･ﾊﾘｰ 2 2

18 TD05 ｳﾝｺﾞｺﾞﾑ 3 3

19 TD06 ｻﾒﾙ･ｳﾝﾄﾞｩｰﾙ 3 3

20 TD07 ｹｰﾙ･ｱﾌﾞﾄﾞｩ･ｳﾝﾄﾞｲｪ 3 3

21 TD08 ｶﾞﾄﾞｩ･ﾊｲｪ 3 3

22 TD09 ﾊｲｪ･ｾﾚｰﾙ 3 3
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州名 県視学官事務所
IDEN

No. 記号 学校名 新設 増設 建替え 合計

23 TD10 ﾔﾃﾞ 3 3

小　計 18 13 0 31

ﾃｨﾊﾞｳｱﾝ 24 TV01 ﾃｨﾊﾞｳｱﾝ 9 3 3

25 TV02 ｹｰﾙ･ﾁｬﾝ･ｻｰﾙ 3 3

26 TV03 ｹｰﾙ･ﾊﾞﾊﾞ･ｱﾘﾏ 3 3

小　計 9 9

ﾃｨｴｽ州　合　計 21` 29 27 77

ﾙｰｶﾞ ｹﾍﾞﾒｰﾙ 1 KB01 ｹﾍﾞﾒｰﾙ 5 5 5

2 KB02 ｳﾝﾍﾞｼｰﾇ 1 1 2

3 KB03 ﾍﾟﾌ･ﾀﾙ 1 1 2

4 KB04 ﾊﾟﾙﾒｵ･ﾌｧﾙ 1 1 2

5 KB05 ﾍﾞﾄﾞ･ﾌｫﾗｰｼﾞｭ 1 2 3

6 KB06 ｳﾝｼﾞｬｲｪ･ﾌﾞﾐ 2 1 3

7 KB07 ｳﾝﾀﾞﾝﾃﾞｩ 3 3 3

8 KB08 ﾏｻｰﾙ･ｼﾞｮｯﾌﾟ 2 2

9 KB09 ｳﾝｼﾞｪﾝｸﾞ･ｼﾞｮｵｰ 1 1 2

10 KB10 ｳﾝｼﾞｬｯﾀｰﾙ 1 2 3

11 KB11 ﾑｼｱｯｼﾞ 2 1 3

12 KB12 ｳﾝﾍﾞﾙｺｰﾙ･ｳﾝﾌﾞｯﾌﾟ 1 2 3

小　計 0 16 17 33

ﾙｰｶﾞ 13 LG01 ﾙｰｶﾞ 2 6 6

14 LG02 ｹｰﾙ･ｽﾘｰﾆｭ･ﾙｰｶﾞ･ｴｽﾄ 10 2 12

15 LG03 ｼﾞｪﾒｰﾇ 3 3

16 LG04 ｱﾙﾃｨｰﾕﾘｰ･ﾉｰﾙ 4 4

17 LG05 ｼﾞｬﾏｹﾞｰﾇ 6 6

18 LG06 ｻﾝﾁｬﾊﾞ･ﾉｰﾙ 3 3

19 LG07 ｸﾞﾗﾝ･ﾙｰｶﾞ･ｴｽﾄ 3 3

小　計 3 32 2 37

ﾗﾝｹﾞｰﾙ 20 LN01 ﾗﾝｹﾞｰﾙ 5 6 6

21 LN02 ﾀﾞﾌﾗ･ﾐｭﾆｼﾊﾟﾙ 5 5

22 LN03 ｳﾝｺﾞﾒ 6 6

小　計 12 5 0 17

ﾙｰｶﾞ州　合　計 15 53 19 87

ｶｵﾗｯｸ ﾆｮﾛ･ﾃﾞ･ﾘｯﾌﾟ 1 NR01 ﾆｮﾛ･ﾉｰﾙ 4 4

2 NR02 ﾆｮﾛ･ﾀﾞﾙｰ･ｻﾗﾑ 6 6

3 NR03 ﾊﾟｵｽｺﾄ 4 4

4 NR04 ﾀｲﾊﾞ･ﾆｬｾｰﾇ 4 4

5 NR05 ﾀﾞﾝｷﾞﾗｲｴ 2 2

6 NR06 ﾌﾟﾛﾊｰﾇ 2 2

7 NR07 ﾌｧｳﾙ･ｾﾚｰﾙ 4 4

8 NR08 ｼﾞｬﾑｳｪﾘ 2 2

9 NR09 ﾜｯｸ･ｳﾝｸﾞﾅ 2 2

10 NR10 ｹｰﾙ･ﾏｼﾞｬﾍﾞﾙ 2 3 1 4

11 NR11 ﾒﾃﾞｨｰﾅ･ｻﾊﾞﾊ 2 6 6
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州名 県視学官事務所
IDEN

No. 記号 学校名 新設 増設 建替え 合計

12 NR12 ﾊﾟｶｰﾇ･ｳﾝｼﾞｬｵﾅﾘ 2 2

13 NR13 ｹｰﾙ･ｶﾃｨﾑ･ｼﾞｬﾏ 2 2

小　計 12 29 3 44

ｶｵﾗｯｸ県 14 KD01 ｳﾝﾄﾞﾌｧｰﾇ 3 4 4

15 KD02 ﾁｳﾊﾟｰﾇ･ﾏｹﾞｲｪ 3 3

16 KD03 ｺｲﾗﾙ 4 4

17 KD04 ｳﾝｼﾞｮﾎﾞ A.ﾉｰﾙ D.(ﾁｬﾚ) 3 3

18 KD05 ｸﾀﾙ･ｾﾚｰﾙ 4 4

19 KD06 ｳﾝｼﾞｬﾌｧｯﾄ･ｾﾚｰﾙ 3 3

20 KD07 ｼﾊﾞｿｰﾙ 2 5 5

小　計 0 26 0 26

ｶﾌﾘｰﾝ 21 KA01 ｶﾌﾘｰﾝ 6 2 2

22 KA02 ｼﾞｬﾏｹﾞｰﾇ TP (ｶﾌﾘｰﾝ 7) 5 5

23 KA03 ｳﾝｼﾞｮﾍﾞｰﾇ (ｶﾌﾘｰﾝ 9) 4 4

24 KA04 ﾋﾞﾙｷﾗｰﾇ･ﾐｭﾆｼﾊﾟﾙ 2 2

25 KA05 ﾅﾍﾞﾙ 3 3

小　計 3 13 0 16

ｶｵﾗｯｸ市 26 KC01 ﾊﾟﾙｾﾙ･ｱｾﾆｰ 2 3 3

27 KC02 ｴﾙ･ﾊｯｼﾞ･ｾｯｸ･ﾌｧｲｪ 2 2

28 KC03 ﾀﾞﾙｰ･ﾘﾄﾞﾜｰﾇ 3 3

29 KC04 ｳﾝﾀﾞﾝｶﾞｰﾇ 3 6 6

30 KC05 ﾏﾗﾌｨ･ｼﾞｪﾝ 2 2

小　計 6 8 2 16

ｶｵﾗｯｸ州　合　計 21 76 5 102

ﾌｧﾃｨｸ ﾌｧﾃｨｸ 1 FA01 ｽﾘｰﾆｭ･ﾊﾘｰ･ﾆｬﾝｸﾞ 3 3

2 FA02 ﾀﾞﾗﾙ 2 3 3

3 FA03 ｳﾝｺﾞｰﾙ･ｳﾝﾀﾞﾑ･ｳﾝｼﾞｬｲ 2 2

4 FA04 ﾒﾃﾞｨｰﾅ･ｼﾞｮﾌｨｵｰﾙ 3 3

5 FA05 ﾆﾑｻﾞｯﾄ 2 2

6 FA06 ｺﾘｰ･ｾﾝｺﾞｰﾙ 3 3

7 FA07 ｼﾝｼﾞｬﾇｶ 2 2

8 FA08 ﾆｬﾊｰﾙ 2 3 3

9 FA09 ｻﾝｶﾞｲ 1 1 2

10 FA10 ｳﾝｶﾞﾖﾍｰﾑ 3 3

11 FA11 ﾌﾟﾙﾄｯｸ･ｳﾝｼﾞｮｽﾓｰﾇ 2 2

12 FA12 ﾀｯﾀｷﾞｰﾇ･ｾﾚｰﾙ 3 3

13 FA13 ｼﾞｮﾙﾌﾟ･ｺｰﾌﾟ 3 3

14 FA14 ｾﾝｺﾞｰﾙ 2 2

15 FA15 ｻﾝﾊﾞ･ｳﾝｺﾞﾑ（ﾌｧｲﾙ） 3 3

16 FA16 ｳﾝﾄﾞﾌｪｰﾇ 2 2

17 FA17 ｼﾞｬﾊｵ 2 3 3

18 FA18 ｳﾝﾀﾞﾝｶﾞｰﾇ/ｶﾝﾌﾟﾏﾝ 3 3

小　計 3 35 9 47

ﾌﾝｼﾞｭｰﾆｭ 19 FU01 ﾊﾟｯｼｰ 2 3 3

20 FU02 ｿｺﾈ 3 3 3
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州名 県視学官事務所
IDEN

No. 記号 学校名 新設 増設 建替え 合計

21 FU03 ﾀﾌｼｰﾙ･ﾋﾞﾗﾑ･ｸﾅ･ﾁｬﾑ 2 2

22 FU04 ｳﾝﾊﾞﾑ 2 2

23 FU05 ｼﾞﾛｰﾙ･ｻﾙｰﾑ･ﾋﾟﾛｰﾄ 3 3

24 FU06 ｼﾞﾛｰﾙ･ｻﾙｰﾑ 2 1 3 4

25 FU07 ｽｰﾑ 1 2 2

26 FU08 ｻｼﾞｬｶﾞ 1 2 3

27 FU09 ｶﾞｹﾞ･ｼｪﾘﾌ 2 2

28 FU10 ｳﾝﾄﾞﾛﾝｸﾞ･ｾﾚｰﾙ 1 2 3

29 FU11 ｾｺﾞｰﾙ 3 2 1 3

小　計 0 15 15 30

ｺﾞｻﾞｽ 30 GS01 ｹｰﾙ･ｴﾙ･ﾊｯｼﾞ 2 2

31 GS02 ｵﾏｰﾙ･ｹﾞｲｪ 3 3

32 GS03 ﾊﾟｸﾅ 3 3

33 GS04 ﾌｧｽ･ｶﾎｰﾇ 3 3

34 GS05 ｶﾎｰﾇ 1 5 5

35 GS06 ﾏﾀｰﾙ･ｼﾞｮｯﾌﾟ 2 2

36 GS07 ﾌｧﾗﾌﾞｸﾞ 2 1 3

37 GS08 ｸﾞﾉﾗﾒｰﾇ 2 1 3

38 GS09 ｳﾝﾄﾞﾝﾄﾞｰﾙ 2 1 3

39 GS10 ｳﾝﾄﾞﾌｧｰﾇ･ｺﾘ 2 1 3

40 GS11 ﾗﾛｲｪ 2 1 3

41 GS12 ﾀﾞﾙｰ･ﾊﾞｸ 2 1 3

42 GS13 ｳﾝｹﾞﾎｯﾎ 1 1 2

43 GS14 ｳﾝｶﾞﾆｯｸ･ﾃｨﾌﾞ 2 1 3

44 GS15 ﾏﾝﾃﾞ･ｸﾀ 2 1 3

45 GS16 ｳﾙｰﾙ 1 2 3

46 GS17 ｳｱｼﾞｭｰﾙ･ｾﾚｰﾙ 2 1 3

47 GS18 ﾊﾞﾙｶｴﾙ 2 1 3

48 GS19 ｳﾝｶﾞﾁｪ･ｹｰﾙ･ｵﾙﾃﾞｨ 2 1 3

49 GS20 ﾁｯｷｰ･ｾﾚｰﾙ 3 1 4

50 GS21 ﾁｯｷｰ･ｳｫﾛﾌ 2 1 3

小　計 0 47 16 63

ﾌｧﾃｨｸ州　合　計 3 97 40 140

総　計 129 277 94 500

１－３　我が国の援助動向

セネガル国は西アフリカの中心国の 1 つとして政治的に大きな発言力を有しており、仏語圏諸国の中で

中心的役割を果たしていることから、我が国の経済協力の重点国家となっている。我が国の経済協力の内

訳は、1994～1998 年の 5 年間の実績でみると、無償資金協力が 492.32 百万ドルと全体の 71％を占め、次

いで技術協力が 117.91 百万ドルと 17％であり、この 2 項目で全体の 88％と協力の大部分を占めている。教

育セクターに関する我が国の援助はやはり無償資金協力であり、平成 3 年度（1991 年）、平成 5 年度（1993
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年）、平成 9 年度（1997 年）の 3 次にわたる小学校教室建設計画である。従って今回の計画は第 4 次に位

置づけられる。協力の内容はダカール州とティエス州における小学校の教室と校長室＋倉庫の建設である。

計画の概要は以下の通りである。

表１－１０　１次～３次小学校教室建設計画、実施工程

年　度 1 次

平成 3 年度（1991）

2 次

平成 5 年度（1993）
3 次

平成 9 年度（1997）

基本設計調査 1991・2～8 1993・9～1994・2 1997・6～12

建 設 工 事      1991・11～1994・11 1994・12～1997・９ 1998・10～2000・10

表１－１１　１次～３次小学校教室建設計画、建設地および規模

1 次

平成 3 年度

2 次

平成 5 年度

3 次

平成 9 年度
合計

州名

視学官事務所
(IDEN) 学校数 教室数 校長室 学校数 教室数 校長室 学校数 教室数 校長室 学校数 教室数 校長室

1. ﾀﾞｶｰﾙ州

ｸﾞﾗﾝ･ﾀﾞｶｰﾙ 1 4 13 - 4 13 -

ﾀﾞｶｰﾙ･ﾊﾞﾝﾘｭｰ 9 25 8 14 50 10 17 90 9 40 165 27

ｹﾞｼﾞｬｳｪｲ 11 69 7 9 48 5 8 45 3 28 162 15

ﾋﾟｷﾝ 7 24 3 8 21 5 15 45 8

ﾁｬﾛｲｪ 9 45 3 10 41 9 2 16 1 21 102 13

ﾙﾌｨｽｸ 2 8 23 4 19 75 18 8 40 5 35 138 27

小　計 44 186 25 64 248 47 35 191 18 143 625 90

2. ﾃｨｴｽ州

ｳﾝﾌﾞｰﾙ 24 85 22 39 146 14 63 231 36

ﾃｨｴｽ市 14 46 11 6 37 1 20 83 12

ﾃｨｴｽ県 31 68 27 10 28 5 41 96 32

ﾃｨﾊﾞｳｱﾝ 22 65 19 33 88 22 55 153 41

小　計 91 264 79 88 299 42 179 563 121

合　計 44 186 25 155 512 126 123 490 60 322 1188 211

註：校長室には倉庫が付属する。

１－４　他ドナーの援助動向

１－４－１　小学校教室の建設、改修に対する援助

小学校教室の建設と改修には 1980 年代より世銀、ヨーロッパ開発基金（FED）、アフリカ開発銀行（BAD）、

石油輸出国機構（OPEC）等の援助機関より行われてきたが、1990 年代に入って日本やドイツ復興金融公

庫（KfW）も参入し積極的に教室の建設に対する援助を行ってきた。加えて、セネガル政府や NGO も教室

の建設と改修を鋭意行っており、過去 1988 年から 1997 年までの 10 年間に建設された教室は 5,891 にのぼ

る。
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表１－１２　1988～1997 年間に各ドナーにより建設された小学校教室数

州名 ﾀﾞｶｰﾙ
ｼﾞｶﾞﾝ

ｼｮｰﾙ

ﾃﾞｨｳﾙ

ﾍﾞﾙ
ｻﾝ･ﾙｲ

ﾀﾝﾊﾞ

ｸﾝﾀﾞ
ｶｵﾗｯｸ ﾃｨｴｽ ﾙｰｶﾞ ﾌｧﾃｨｸ ｺﾙﾀﾞ 合計

日本 625 563 1,188

FED 40 40
世銀 186 407 312 303 92 262 1,562

OPEC 51 45 154 109 65 127 551
BAD 41 190 32 84 220 567
KfW 502 320 822
Aide et
Action

69 25 47 141

ｾﾈｶﾞﾙ政府 56 104 93 232 166 58 82 56 111 62 1,020

合計 987 149 541 616 478 669 735 391 607 718 5,891
註： 但し、日本は 2000 年 10 月までを含む 出　典：教育省教育計画・改革局資料

Aide et Action：フランス NGO

しかし急増する就学人口に対応できず 1998 年の就学率は 61.7％と低迷している。従って、さらなる教室

の増設が必要であり、セネガル政府は「教育・訓練 10 ヶ年プログラム（2000～2010 年）」を作成し 2010

年に就学率を 100％にするという目標をたて、そのためには毎年 2,000 教室の建設が必要であるとしている。

現在、セネガル政府の実施分や各ドナーへの要請等の調整を行っており、我が国に対する要請もその一環

としてなされたものである。

ちなみに現在建設中、計画中の小学校教室建設計画は下記の通りである。

表１－１３　2001 年 3 月現在建設中、計画中の小学校教室

単位：教室数

州名 ﾀﾞｶｰﾙ
ｼﾞｶﾞﾝ

ｼｮｰﾙ

ﾃﾞｨｳﾙ

ﾍﾞﾙ
ｻﾝ･ﾙｲ

ﾀﾝﾊﾞ

ｸﾝﾀﾞ
ｶｵﾗｯｸ ﾃｨｴｽ ﾙｰｶﾞ ﾌｧﾃｨｸ ｺﾙﾀﾞ 合計

日本 94 102 77 87 140 500

世銀 46 127 130 47 350

BAD 145 125 120 390
BID 65 145 170 120 500
AFD 190 155 345
ｾﾈｶﾞﾙ政府 73 126 61 144 124 142 130 800

合計 232 145 271 297 127 371 371 349 400 322 2,885
註： BID ：イスラム開発銀行 出　典：教育省教育計画・改革局資料

AFD ：フランス開発事業団

１－４－２　初等教育セクターに対するその他の援助

教室の建設、改修に対する援助に加えて、各援助機関が種々の援助を行っている。その概要は以下の通

りである。

(1) 世銀世銀世銀世銀

世銀はユネスコなどとともに専門家を派遣して「教育・訓練 10 ヶ年プログラム」の作成に協力し、
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また、その一環として“すべての子供の品質改善プログラム”と銘打って初等教育の発展と品質の

改善に対して以下のような事業を展開している。

１. アクセスの拡大 ： 教室の建設、女子就学率の向上、留年率の低減、教員の養成

２. 質の改善 ： 教科書の購入配布、学校プロジェクト（学校と地域の接近、学校自

身の開発）

３. マネジメントの改善 ： 教育省に対するマネジメント支援（地方分権化、視学官の能力向上、

予算システムの改革）

(2) ユネスコユネスコユネスコユネスコ

ユネスコのセネガル事務所は教育セクターの協力に関して全アフリカを統括しているが、セネガル

国に関しては「教育・訓練 10 ヶ年プログラム」の作成、小学校教室建設の施工監理、教員の再教

育等に専門家を教育省に派遣して協力している。

(3) エンダ第エンダ第エンダ第エンダ第 3 世界世界世界世界（（（（NGO））））

エンダ第 3 世界は 1990 年設立のセネガルに本部を置く NGO である。活動は多方面にわたるが、そ

の活動方式はコミュニティーのニーズに対応してコミュニティーや地方自治体と協力して事業を

行っている。教育に関する活動の例としては、ダカール州チャロイェ視学官事務所と協力して小学

生に対して授業の一環として衛生教育に関する啓蒙活動を行った。さらにダカール州ピキン市ユン

ブルとマリカの地域女性識字教育センターの指導員に対して衛生教育に関する啓蒙活動を行った。

(4) エイドエイドエイドエイド・エ・エ・エ・エ・アクション・アクション・アクション・アクション（（（（NGO））））

エイド・エ・アクションは 1981 年設立のパリに本部を置く NGO でアフリカ 10 ヶ国で活動してい

る。セネガルでは 1987 年より活動を開始し、現在コルダ州、ダカール州ルフィスク市、ティエス

州ウンブール県で活動を行っている。活動は小規模プロジェクトが中心で、なかでも小学校教室の

建設が中心である。教室の建設は住民参加方式で行っており、住民の協力部分は非熟練労力の提供

と水、砂、砂利などの建設資材の提供で工事費の 18％を目安としている。その他のプロジェクトと

しては教科書と学用品の配布プロジェクトを行っている。

(5) アフリケアーアフリケアーアフリケアーアフリケアー（（（（NGO））））

アフリケアーは 1971 年設立の NGO でアフリカ 35 ヶ国で活動し 23 ヶ国に事務所を有する。セネガ

ルでは 1976 年から活動を開始し、現在ダカール、カオラック、タンバクンダ、ジガンショールに

事務所がある。主な活動は農村部での生活改善、水資源開発、保健医療、基礎教育などに関する分

野である。

　 近の教育分野での活動は①識字教育の支援、②正規の小学校の収容能力不足のため入学できな

い児童のコミュニティー学校への受入れ支援、③KfW の資金によるカオラック州の小学校の 104 教

室、35 校長室、35 便所棟建設、等がある。
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第２章　プロジェクトを取り巻く状況

２－１　プロジェクトの実施体制

２－１－１　教育省の組織

教育省は旧国民教育・技術教育・職業訓練省が 2001 年 5 月に改組され、技術教育・職業訓練部門が分離

され別の省庁となったが、それ以外の部局の組織は変わっていない。その組織図は下図の通りである。

図２－１　教育省組織図

識字・基礎教育局
Direction de l’Alphabétication et

de l’Education ed Base

幼児・初等教育局
Direction de l’Education

Préscolaire et de l’Enseigenement
Elémentaire (D.E.P.E.E.)

総務・財務監査
Inspection des Affaires

Administratives et Financières
(L.A.A.F.)

試験・入試部
Division

des Examens et Concours (D.Ex.C.)

州視学官事務所
Inspection d’Académie (I.A.)

県視学官事務所
Inspection Départementale de

l’Education Nationale
(I.D.E.N.)

総務・機材局
Direction de l’Administration
Générale et de l’Equipement

(D.A.G.E.)

学校建設・機材局
Direction des Constructions et

Equipement Scolaires (D.C.E.S.)

学校医療検査部
Division du Contrôle Médical

Scolaire (D.C.M.S.)

法務・文書部
Division des Affaires Juridiques des

Liaisons et de la Documentation
(D.A.J.L.D.)

追跡調査課
Bureau du suivi (B.S.)

プロジェクト調整ユニット
Unité de Coordination des Projets

(U.C.P.)

教育計画・改革局
Direction de la Planification et de

la Réforme de l’Education
(D.P.R.E.)

奨学金局
Direction de Bourses

(D.B.)

ユネスコ国内委員会
Secrétariat Général Permanent de la

Commission Nationale pour
l’UNESCO (C.N.-UNESCO)

教育発展のための

国立研究・行動センター
Institut Nationale d’Etude et

d’Action pour le Développement de
l’Education (I.N.E.A.D.E.)

学校および職業指導

国立センター
Centre Nationale de l’Orientation

Scolaire et Professionnelle
(C.N.O.S.P.)

教育ラジオ・テレビ放送部
Division de la Radiodiffusion et
Télévision Scolaire (D.R.T.S.)

私立教育部
Division de l’Enseignement Prive

(D.E.P.)

アラブ教育部
Division de l’Enseignement Arabe

(D.E.A.)

高等教育局
Direction de l’Enseignement

Supérieur (D.E.S.)

一般中等教育局
Direction de l’Enseignement
Moyen et Secondaire Général

(D.E.M.S.G.)

国内教育監査局
Inspection Générale de l’Education

Nationale (I.G.E.N.)

大臣
MINISTRE

官房長官
Directeur de Cabinet
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本プロジェクトに関係する初等教育に関しては、教育方針と小学校の運営管理については幼児・初等教

育局の所管で教育計画や学校施設の企画立案は教育計画・改革局が担当する。また、建設工事の施工監理

は学校建設・機材局が行っている。従って、本プロジェクトの担当部局は教育計画・改革局と学校建設・

機材局である。なお、ソフトコンポーネントについては幼児・初等教育局も教育計画・改革局と学校建設・

機材局の 2 局とともに担当する。

また、各小学校に対する管理は幼児・初等教育局の管轄下に全国 10 州に州視学官事務所（Inspection

d’Académie、以下 IA と略す）と置き、その下部組織として各県に県視学官事務所（Inspection Départementale

d’Education Nationale、以下 IDEN と略す）が各小学校を管理している。IDEN は原則として各県に 1 ヶ処で

あるが学校数の多いダカール州は 3 市（県と同格）で構成されるが 10 の IDEN があり、またティエス、サ

ン・ルイ、カオラックの州都は市の中心部の Commune と郊外の Departement に分割されている。一方、教

育省も政府の方針により地方分権化をはかっており、教室等の施設の建設と維持管理についてはすべて地

方自治体と父兄会、住民組織へ委譲された。また教育省本部の権限を徐々に視学官事務所へ移している。

２－１－２　教育省の財政・予算

セネガル国政府は教育を国の 重要政策の 1 つにしており表 2-1 に示すように常に教育省の予算として

国家予算の 30％を充当している。また、教育省は幼児・初等教育に予算の約 48％（表 2-2）を当て就学率

の向上や教育内容の充実に努力している。一方、教員の給与を含む人件費は表 2-3 に示すように予算の 60％

を占めているが、今後、毎年 2,000 教室の増設が予定されているためそれに見合う教員の増員が必要であり

そのための予算配分が求められる。人件費予算は表 2-4 に示すように毎年着実に伸びており教員の増員に

対応できると考えられる。ただし、教室等施設の建設は 1994 年より地方自治体へ徐々に移管され現在はす

べて地方自治体の予算で行われている。

表２－１　教育省予算の推移

単位　1,000 FCFA

年　度 1993 1994 1995 1996 1997 1999

国民教育省予算 63,309,539 74,776,790 76,852,016 84,436,671 87,412,372 99,563,812

国家予算 204,500,000 245,299,700 247,500,300 258,582,000 257,100,000 �

国家予算に占める比率 31.0% 30.4% 31.1% 32.7% 34.0% �

出　典：教育省教育統計　1996／1997 年版および 1999／2000 年版

表２－２　1999 年度教育省予算の分野別内訳

単位　1,000 FCFA

管理費
幼児・

初等教育

一般

中等教育

技術

中等教育
職業教育 高等教育

ｲﾝﾌｫｰﾏﾙ

教育
合　計

3,569,514 47,955,109 20,956,844 1,483,600 2,114,725 23,216,189 267,831 99,563,812

3.59% 48.17% 21.05% 1.49% 2.12% 23.32% 0.27% 100%

出　典：教育省教育統計　1999／2000 年版
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表２－３　1999 年度教育省予算の項目別内訳

単位　1,000 FCFA

人件費 機材費 運送費 投　資 合　計

63,873,568 6,332,663 22,026,793 7,330,788 99,563,812

64.15% 6.36% 22.12% 7.36% 100%

出　典：教育省教育計画・改革局資料

表２－４　教育省の人件費の年度別推移

単位　1,000 FCFA

年　度 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

人件費 44,833,258 49,976,790 52,009,016 58,123,927 60,241,963 61,314,773 63,873,568

対前年度伸率 11.47% 4.07% 11.75% 3.64% 1.79% 4.17%

出　典：教育省教育計画・改革局資料

２－１－３　教員の養成および採用

初等教育教員の養成に関しては、昨年度（1999/2000）までは正教員の養成機関として教員養成学校がテ

ィエス、ルーガ、コルダ、サン・ルイにあり、前期中等教育終了者と後期中等教育終了者を受入れ 1 年間

の教育でそれぞれ補助教員と正教員を養成していた。卒業生は総計で年間 500 名程度で、「教育計画 V（1993

～1998 年）」で就学率の向上のため毎年 1,700 教室を建設するとしていたことに対し、教員の不足から教

室が閉鎖される可能性が出てきたため、解決策として 1995/96 年度から毎年 1,200 人のボランティア教員を

採用することにした。ボランティア教員は 3 ヶ月の訓練を受けた後各学校に配属される。給与は月額 5 万

FCFA で契約期間は 2 年間で更新が可能であるとした。

しかし、「教育・訓練 10 ヶ年プログラム」で年間 2,000 教室の建設と退職者の補充を含めて 2,500 人の

教員を採用するとしているため、本年度から（2000/2001）教員養成学校を全面的に改組しすべてボランテ

ィア教員の教育に当てることとし、1,250 名を 5 ヶ月間、年間 2 サイクルで教育をほどこすこととした。加

えて、ボランティア教員を順次正教員に登用していくため、州教育センターを充実させ再教育を実施して

いくこととしている。

本プロジェクトも 10 ヶ年プログラムの 2,000 教室建設計画の一環であり、このシステムが順調に機能す

れば建設された教室への教員の配置は十分可能であると思われる。

２－２　プロジェクト・サイトの周辺状況

２－２－１　自然条件

セネガルの国土は南東部に丘陵地帯があるが大部分は標高 100ｍ以下の平坦な平野で、セネガル川、サ

ルーム川、ガンビア川、カザマンス川が東から西へ流れている。本プロジェクトの対象州のダカール、テ

ィエス、ルーガ、カオラック、ファティクの各州も平坦な平原であり、各サイトはファティク州を除きこ

れらの大きな河川に面していないので、基本的に雨期にも冠水するような敷地はなく土工事以外は雨期で
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も建設工事が可能である。しかし、ファティク州の南西部のフンジューニュ県は低湿地帯が広がっており、

道路も冠水する場所が散在するので建設工事は雨期を避けて行う必要がある。

セネガルの気候は 6 月～10 月の雨期と 11 月～5 月の乾期に分かれており、雨期にはサハラ砂漠に向って

湿った季節風が吹きセネガル全土に雨を降らし気温は摂氏 30 度を超え非常にむし暑い。一方、乾期にはカ

ナリア寒流に冷やされた貿易風が北西から吹き込み沿岸部では 高気温も30度を超えることはまれでしの

ぎ易いが、内陸部では乾燥した熱風がサハラ砂漠から吹き込み非常に暑い。

２－２－２　関連インフラ整備状況

本プロジェクトの対象州では州都結ぶ幹線道路は 2 車線で完全舗装されている。また、その他の道路も

主要道路は未舗装であるがよく整備されており走り易く、末端道路でも 4 輪駆動車であれば走行できる。

しかし、ファティク州フンジューニュ県では幹線道路でも雨期には冠水するので注意を要する。

電気と水道については都市部を除いて普及率は非常に低い。従って、ほとんどの学校に照明設備はなく、

授業は昼間のみであるので問題ないとしても、夜間の利用が期待されている成人を対象とした識字教育等

に支障をきたしている。また、ダカール市は水道の普及率が高く水洗便所が一般化しているが、地方は都

市部も含め水道の普及率が低いため小学校の便所はすべて汲取り便所となっている。ちなみに、本プロジ

ェクト対象小学校 144 校中、電気がきている学校は 10 校、水道あるいは井戸のある学校は 64 校であった。
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